
生活支援型訪問サービス従事者養成研修 標準課程 

 

 項目 内容 時間 目標 講師要件 

介
護
保
険
制
度
の
理
解 

超高齢社会の現

状と高齢者を取

り巻く実態 

① 高齢者をめぐる状況 

② 地域包括ケアシステム

について 

1.0 

① 今治市の高齢者の状況を理解 

② 地域包括ケアシステムの深化から住民同士の支え合いが重

要になっていることの理解 

次のいずれかに該当す

る者 

 介護福祉士 

 介護職員実務者研修・

旧介護職員基礎研修・

旧訪問介護員養成研修

1級課程修了者 

 希望があれば市も対応 

介護保険制度と

総合事業 

① 介護保険制度について 

② 総合事業について 

③ 生活支援型訪問サービ

スについて 

① 介護保険制度創設の背景及び目的、動向の理解 

② 利用できるサービスとサービス利用の流れの理解 

③ 予防重視型システムへの転換について理解 

④ 生活支援型訪問サービスの概要、目的、業務内容について

理解 (※) 

高
齢
者
に
対
す
る
理
解 

高齢者の特徴と

対応 

① 老化に伴うこころとか

らだの変化や疾病 

② 高齢者の特性に応じた

対応 

③ 栄養・医学等の関連す

る基礎知識 

④ 高齢者の家族の理解と

支援 

2.0 

従事者が利用者とのコミュニケーションを円滑に図るととも

に、高齢者の心身の変化を見逃すことが無いよう、老化により

生じる高齢者のこころやからだの変化について理解してもら

う。また支援をする上での留意点を理解。 

次のいずれかに該当す

る者 

 介護福祉士 

 介護職員実務者研修・

旧介護職員基礎研修・

旧訪問介護員養成研修

1級課程修了者 

認
知
症
に 

対
す
る
理
解 

認知症の理解等 ① 認知症高齢者の状況 

② 認知症の原因と症状 

③ 認知症の方との接し方 

生活支援型訪問サービスは軽度な認知症高齢者の利用も想定

できるため、利用者に認知症の症状を発見したときにはサービ

ス提供責任者等に伝えられるよう、認知症について基本的なこ

とを理解。（認知症サポーターと同程度） 

 

職
務
に
対
す
る
理
解 

コミュニケーシ

ョンの基本 

① コミュニケーションの

方法、訪問時のマナー 

高齢者宅を訪問する従事者として、利用者の信頼感を損なうこ

とがないよう、身だしなみや清潔・衛生の確保、利用者との接

し方などの基本的な心得及び人権の尊重や守秘義務など従事

者としての職業倫理について理解 

 介護福祉士 

 介護職員実務者研修・

旧介護職員基礎研修・

旧訪問介護員養成研修

1級課程修了者 

 訪問介護サービス事業

所等で 1年以上、訪問

介護員等として従事し

た経験のある者 

自立支援のため

の介護技術 

① 高齢者の尊厳の保持と

自立支援 

② 生活援助の範囲 

③ 生活援助に関する基礎

知識・技術 

④ 記録と報告 
2.5 

 高齢者ができる限り自分で出来ることは自分で行うことが

その人らしいよりよい生活に繋がる「自立支援」の考え方を

理解 

 生活援助に係る具体的な知識や技術、他の従事者や責任者な

どと情報を共有するために必要な記録や報告の方法につい

て理解 

 老計第 10 号に基づく生活援助は原則として介護保険給付の

対象となる訪問介護と同様であり、その範囲を超える行為と

の区別について明確に理解 

 公的サービスであり、単なる家事サービスではないことの理

解 

個人情報と金銭

の取り扱い 

① 個人情報の保護 

② 金銭の取扱などトラブ

ル回避 

1.5 

特に大きなトラブルにつながりやすい個人情報や金銭の取扱

について基本となる職業倫理について理解 

■管理者が望ましい 

リスクマネジメ

ントと緊急時の

対応 

① 感染予防・転倒予防 

② 事故・病気等の緊急時

対応 

感染症や転倒などの事故につながりやすい状況等支援の際に

注意を払うべきこと、また有資格者でない従事者が緊急事態に

遭遇した場合の対応方法について理解 

■医療職若しくは管理

者が望ましい 

※ 「介護保険制度の理解」に関するテキストは、希望される研修実施事業所に対し市から提供することができます。 



■ 研修の実施方法等について 

(1) 研修は、各事業所において実施すること。 

(2) 研修実施事業者は、研修において使用するテキスト名並びに講師名を市へ報告すること。（講師

について資格証の写しを添付） 

(3) 研修の実施方法は、講義形式とし、介護職員初任者研修用のテキスト等を参考に、8 時間以上を

目安に実施すること。なお、各課程内の時間配分については、下記を目安にして内容に偏りがな

いよう十分留意すること。（標準課程以外の研修の実施を予定する場合、「独自研修」欄に記載） 

(4) 事業者は、研修を実施した場合、その内容（研修テキスト、講師名、講義時間数、受講者名簿等）

を記録しておくこと。 

事業者は、研修を修了した者に対して研修修了証を発行すること。（修了証の付番は「承認

通知（様式 3）」を参照） 


